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１．騒音・振動規制法に基づく規制の概要 
 騒音規制法及び振動規制法（以下「法」という。）の指定地域内で、法に規定された特定施設を設置または

変更等を行う工場、事業場（以下「特定工場等」という。）は届出の種類毎に定められた期限までに所定の届

出を市へ提出するとともに、特定施設等から発生する騒音、振動について規制基準を守らなければならず、

また、指定地域内で法に規定された特定建設作業を行う場合も、所定の届出を市へ提出するとともに、特定

建設作業から発生する騒音、振動について規制基準を守らなければいけません。 

法の規制対象外でも、特定の騒音、振動発生施設や建設作業に対し、山口県公害防止条例に基づく規制に

該当する場合がありますので、詳しくは、山口県宇部環境保健所［電話番号0836-31-3200（代表）］にお問

い合わせください 

 

２．指定地域 

 都市計画法による用途地域の定めがある地域毎に、以下のように法の区域が指定されています。 

都市計画の用途地域 

騒音規制法の区域区分 振動規制法の区域区分 

特定工場等 特定建設作業 特定工場等 特定建設作業 

第 １ 種 低 層 住 居 専 用 地 域 

第 ２ 種 低 層 住 居 専 用 地 域 
第１種区域 

１号区域※ 

第１種区域 

１号区域※ 

第１種中高層住居専用地域 

第２種中高層住居専用地域 

第２種区域 
第 １ 種 住 居 地 域 

第 ２ 種 住 居 地 域 

準 住 居 地 域 

近 隣 商 業 地 域 

商 業 地 域 

準 工 業 地 域 

第３種区域 

第２種区域 

Ⅰ 

工 業 地 域 第４種区域 ２号区域※ Ⅱ ２号区域※ 

※１号区域は騒音規制区域の区分第１種～第３種及び第４種のうち、学校、病院等の敷地の周囲おおむね 80m の区域をいう。 

※２号区域は騒音規制区域のうち①以外の区域をいう。 
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３．規制基準 

（１）特定工場等の敷地境界における法の規制基準 

  ア．騒音の規制基準 

時間の区分 

区域の区分 

昼 間 

（8 時～18 時） 

朝 夕 

（6 時～8時、18 時～21 時） 

夜 間 

（21 時～6時） 

第１種区域 50dB 以下 45dB 以下 40dB 以下 

第２種区域 60dB 以下 50dB 以下 45dB 以下 

第３種区域 65dB 以下 65dB 以下 55dB 以下 

第４種区域 70dB 以下 70dB 以下 65dB 以下 

 

イ．振動の規制基準 

時間の区分 

区域の区分 

昼間 

8 時～19 時 

夜間 

19 時～8 時 
騒音規制法指定地域 

第１種区域 60dB 以下 55dB 以下 第１種・第２種地域 

第２種区域 

Ⅰ 65dB 以下 60dB 以下 第３種地域 

Ⅱ 70dB 以下 65dB 以下 第４種地域 

 

（２）特定建設作業場での敷地境界における法の規制基準 

区分 基準値 作業時間帯 
１日における 

作業時間 
作業期間 作業日 

１号区域 
騒音 85dB 以下 

振動 75dB 以下 

午前 7時から 

午後 7時まで  
10 時間以内 

連続して 6日以内 
日曜日・その他の 

休日でないこと 
２号区域 

午前 6時から 

午後 10 時まで  
14 時間以内 

※適用除外 － ① ② ③ ④ ① ② ① ② ① ② ③ ④ ⑤ 

※適用除外に該当する項目は以下のとおりです。 

①災害その他非常の事態の発生により当該特定建設作業を緊急に行う必要がある場合。 

②人の生命又は身体に対する危険を防止するため特に当該特定建設作業を行う必要がある場合。 

③鉄道又は軌道の正常な運行を確保するため特に夜間において当該特定建設作業を行う必要がある場合。 

④道路法並びに道路交通法の規定に基づき、道路の占用の許可に当該特定建設作業を夜間に行うべき旨の条件が付された場合及び同法

に基づく協議において当該特定建設作業を夜間に行うべきことと同意された場合。 

⑤電気事業法施行規則に規定する変電所の変更の工事として行う特定建設作業であって当該特定建設作業を行う場所に近接する電気工

作物の機能を停止させて行わなければ当該特定建設作業に従事する者の生命又は身体に対する安全が確保できないため特に当該特定

建設作業を日曜日その他の休日に行う必要がある場合。 
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４．騒音および振動規制法で規定された特定施設一覧 

特定施設の種類 騒音規制法の届出対象 振動規制法の届出対象 

施設名 法番号 規模用件等 法番号 規模用件等 

金属加工 
機    械 

圧延機械 １－イ 原動機定格出力 合計 22.5kw 以上   

製管機械 １－ロ    

ﾍﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾏｼﾝ １－ハ 
ロール式で、原動機定格出力 
3.75kw 以上   

液圧プレス １－ニ 矯正プレスを除く １－イ 矯正プレスを除く 

機械プレス １－ホ 呼び加圧能力 30t（294kN）以上 
（※1t = 約 9.8kN） 

１－ロ  

せん断機 １－ヘ 原動機定格出力 3.75kw 以上 １－ハ 原動機定格出力 1kw 以上 

鍛造機 １－ト  １－ニ  

ﾜｲﾔｰﾌｫｰﾐﾝｸﾞﾏｼﾝ １－チ  １－ホ 原動機定格出力 37.5kw 以上 

ﾌﾞﾗｽﾄ １－リ 
タンブラスト以外のものであって 
密閉式のものを除く   

ﾀﾝﾌﾞﾗｰ １－ヌ    

切断機 １－ル といしを用いるもの   

圧縮機 

２ 

原動機定格出力 7.5kw以上 
（※対象は空気圧縮機のみ） ２ 原動機定格出力 7.5kw 以上 

送風機 原動機定格出力 7.5kw 以上   

土石用又は鉱物用の破砕機、 
摩砕機、ふるい及び分級機 ３ 原動機定格出力 7.5kw 以上 ３ 原動機定格出力 7.5kw 以上 

織  機 ４ 原動機を用いるもの ４ 原動機を用いるもの 

建 設 用 
資材製造 
機  械 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗﾝﾄ ５－イ 混練機の混練容量が0.45㎥以上 
（気ほうｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗﾝﾄを除く） 

  

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ ５－ロ 混練機の混練重量が 200kg 以上   

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸﾏｼﾝ   

５ 

原動機定格出力 合計 2.95kw 以上 

ｺﾝｸﾘｰﾄ管、 
ｺﾝｸﾘｰﾄ柱の製造機械   原動機定格出力 合計 10kw 以上 

穀物用製粉機 ６ 
ロール式で、原動機定格出力 
7.5kw 以上   

木材加工 
機  械 

ﾄﾞﾗﾑﾊﾞｰｶｰ ７－イ  ６－イ  

ﾁｯﾊﾟｰ ７－ロ 原動機定格出力 2.25kw 以上 ６－ロ 原動機定格出力 2.2kw 以上 

砕木機 ７－ハ    

帯のこ盤 ７－ニ 原動機定格出力 製材用は15kw 
以上、木工用は 2.25kw 以上   

丸のこ盤 ７－ホ 原動機定格出力 製材用は15kw 
以上、木工用は 2.25kw 以上   

かんな盤 ７－ヘ 原動機定格出力 2.25kw 以上   

抄紙機 ８    

印刷機械 ９ 原動機を用いるもの ７ 原動機定格出力 2.2kw 以上 

ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機   ８ カレンダーロール機以外で、 
原動機定格出力 30kw 以上 

合成樹脂用射出成形機 １０  ９  

鋳型造型機 １１ ジョルト式のもの １０ ジョルト式のもの 
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５．騒音及び振動規制法で規定された特定建設作業一覧 

特定建設作業の種類 

騒音規制法の届出対象 振動規制法の届出対象 

法番号 規模用件等 法番号 規模用件等 

くい打機を使用する作業（もんけんを除く） 

１ 

ｱｰｽｵｰｶﾞと併用する作業を除く 

１ 

圧入式（油圧・水圧等）を除く 

くい抜機を使用する作業  油圧式を除く 

くい打くい抜機を使用する作業 圧入式（油圧・水圧等）を除く 圧入式（油圧・水圧等）を除く 

びょう打機を使用する作業 ２    

鋼球を使用して建築物その他の 
工作物を破壊する作業 

  ２  

舗装版破砕機を使用する作業   ３ 移動作業で、1日の移動距離が 
50mを超える作業は除く 

さく岩機を使用する作業 ３ 移動作業で、1日の移動距離が 
50m を超える作業は除く   

ブレーカー 
を使用する作業 

手持式     

手持式以外   ４ 
移動作業で、1日の移動距離が 
50m を超える作業は除く 

空気圧縮機を使用する作業（さく岩機 
の動力として使用する場合を除く 

４ 原動機定格出力 15kw以上 
（電動式を除く） 

  

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗﾝﾄを設けて行う作業 
（ﾓﾙﾀﾙ製造のための作業を除く） 

５ 

混練機の混練容量が 0.45 ㎥以上   

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄを設けて行う作業 混練機の混練重量が 200kg 以上   

ﾊﾞｯｸﾎｳを使用する作業 
（※環境大臣が指定するものを除く） ６ 原動機定格出力 80kw 以上   

ﾄﾗｸﾀｰｼｮﾍﾞﾙを使用する作業（注） 
（※環境大臣が指定するものを除く） ７ 原動機定格出力 70kw 以上   

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰを使用する作業（注） 
（※環境大臣が指定するものを除く） ８ 原動機定格出力 40kw 以上   

※環境大臣が指定するもの・・・低騒音型建設機械として国土交通省から指定されたものをいい、建設機械に「‘97 基準値国土交通省

（建設省）指定」と書かれたラベルが貼られています。 
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６．騒音及び振動規制法に係る届出要領 

区
分 

届出事項 
届出様式 必

要 
部
数 

添付書類 

騒音規制法 振動規制法 届出期限 

特
定
施
設 

工場又は事業場に特定施設
を設置しようとする場合 

特定施設設置届出書 
（法第６条－様式第１） 

特定施設設置届出書 
（法第６条－様式第１） 

工事開始の３０日前 
まで 

２
部

（正

・
副

一
部
ず
つ
） 

事業場等の位置図 
建物及び施設の配置図※５ 
特定施設のカタログ等※６ 
騒音・振動の予測値※７ 
騒音・振動の防止方法 

一の地域が指定地域となっ
た際、現にその地域内におい
て工場又は事業場に特定施
設を設置している場合 

特定施設使用届書 
（法第７条－様式第２） 

特定施設使用届書 
（法第７条－様式第２） 

指定地域となった日 
又は特定施設となった
日から３０日以内 

〃 

一の施設が特定施設となっ
た際、現に指定地域内におい
て工場又は事業場にその施
設を設置している場合 

〃 

特定施設の種類ごとの数を
変更する場合 
※１ 

特定施設の種類ごとの
数変更届出書 
（法第８条－様式第３） 

 

変更工事開始日の 
３０日前まで 

〃 

特定施設の種類及び能力ご
との数を変更したり使用方
法を変更したりする場合 
※２ 

 

特定施設の種類及び能
力ごとの数、特定施設の
使用の方法変更届出書 
（法第８条－様式第３） 

〃 

騒音又は振動の防止の方法
を変更する場合 
※３ 

騒音の防止の方法変更
届出書 
（法第８条－様式第４） 

振動の防止の方法変更
届出書 
（法第８条－様式第４） 

事業場等の位置図 
施設等の配置図 
騒音・振動の予測値 
騒音・振動の防止方法 

氏名、住所、工場又は事業場
の名称、所在地に変更があっ
た場合 
※４ 

氏名等の変更届出書 
（法第１０条－様式第６） 

氏名等の変更届出書 
（法第１０条－様式第６） 

変更のあった日から 
３０日以内 ※参考資料があれば 

工場又は事業場に設置する
特定施設すべての使用を廃
止した場合 

特定施設使用全廃届出
書 
（法第１０条－様式第７） 

特定施設使用全廃届出
書 
（法第１０条－様式第７） 

使用を廃止した日から
３０日以内 〃 

工場又は事業場に設置した
特定施設のすべてを譲り受
け又は借り受け、相続又は合
併により継承した場合 

承継届出書 
（法第１１条－様式第８） 

承継届出書 
（法第１１条－様式第８） 

承継があった日から 
３０日以内 〃 

特
定
建
設
作
業 

指定地域内において特定建
設作業を実施する場合 

特定建設作業実施届出
書 
（法第１４条－様式第９） 

特定建設作業実施届出
書 
（法第１４条－様式第９） 

特定建設作業開始日の
７日前まで 

作業場所の位置図 
行程表 
機械のカタログ等※６ 

・様式１～４の届出については、市生活環境課で受け付けた後に受理書とともに副本に受付印を押したものを返却します。 

 様式６～９の届出については、届出された際に書類を確認し、不備等なければ副本に受付印を押したものをその場で返却します。 

※１ 特定施設の種類ごとの数が減少する場合及び、特定施設の種類ごとの数が直近の届出により届け出た数の２倍以内の増加数であ

れば届出の必要はありません。 

※２ 特定施設の種類及び能力ごとの数が増加しない場合及び、特定施設の使用開始時刻の繰上げ又は使用終了時刻の繰下げを伴わな

い場合は届出の必要はありません。 

※３ 防止方法の変更により騒音又は振動の大きさが増加しない場合は届出の必要はありません。 

※４ 工場の所在地の変更とは住居表示の変更のことであり、工場・事業場の移転による所在地変更の場合は様式第１や第７の届出が

必要となります。 

※５ 特定施設の位置を明示し縮尺又は距離を記入して下さい。 

※６ 定格出力が分かるものとします。 

※７ 敷地境界での予測値です。 

 


